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事業内容

１　出資等の状況（H28.4.1現在） （単位：千円）

59,310,000

出資（出捐）額
出資（出捐）

割合
出資（出捐）

順位
備考

19,892,000 33.5% 1

14,769,000 24.9% 2

13,079,000 22.1% 3

7,470,000 12.6% 4

1,200,000 2.0% 5

400,000 0.7% 6

400,000 0.7% 6

284,750 0.5% 8

202,400 0.3% 9

1,612,850 2.7%

２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（H28.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

団体名 東葉高速鉄道株式会社 県所管課 交通計画課

千葉県

資本金（又は出捐金）

代表取締役社長　吉田　雅一

０４７－４５８－００１１

昭和56年9月1日

http://www.toyokosoku.co.jp/

八千代市緑が丘１丁目１１２０番地３

１　鉄道による一般運輸業、２　不動産業及び建設業、３　旅
行業及び広告業、４　ホテル業及び旅館業、５　遊園地、娯楽
施設及び駐車場の経営、６　飲食店及び売店の経営、７　郵
便切手、収入印紙、たばこ、酒類、薬品、食料品、日用品及
び雑貨類の販売業

船橋市

出資（出捐）者

八千代市

東武鉄道㈱

新京成電鉄㈱

東京地下鉄㈱

京成電鉄㈱

公社等外郭団体に関する情報公開

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行他20者

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共
団体

三井住友信託銀行㈱

０４３－２２３－２２７９

㈱みずほ銀行

主な者



３　財務状況　

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 ２５年度 ２６年度 ２７年度

総資産 264,016,245 261,815,565 259,444,150

負　債 293,111,642 286,358,092 278,874,444

(うち有利子負債） 285,396,015 278,961,698 272,222,947

純資産 △ 29,095,397 △ 24,542,527 △ 19,430,293

累 積 損 益（利益剰余金） △ 81,825,397 △ 80,562,527 △ 78,740,293

（２）損益計算書から （単位：千円）

項　　　目 ２５年度 ２６年度 ２７年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 15,838,689 15,600,249 16,341,634

経 常 損 益 1,664,447 1,771,283 2,787,840

当 期 損 益 1,531,840 1,262,869 1,822,233

減価償却前当期損益　　　　 6,379,190 6,039,371 6,316,980

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 ２５年度 ２６年度 ２７年度

借 入 金 残 高　　　　　     2,640,000 1,760,000 880,000

うち県からの借入金残高 2,640,000 1,760,000 880,000

うち県以外からの借入金残高

〈貸借対照表〉　純資産⇒正味財産合計

　　　　　　　　　　利益剰余金⇒一般正味財産

〈損益計算書〉　損益計算書⇒正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝経常収益＋経常外収益

　　　　　　　　　　＋当期指定正味財産増加額）

　　　経常損益⇒当期経常増減額

　　　当期損益⇒当期一般正味財産増減額

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高

※一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人（特例法人（従来の公益法人）含む。）については、
次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

※累積損益（利益剰余金）については、基本金又は基本財産に相当するものを除いたものとなる。



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２５年度 ２６年度 ２７年度

委託料   　　

補助金･交付金・
負担金

首都直下地震等の大規模
地震に備え、鉄道利用者
の安全確保のため、空港
アクセス路線及び県出資
会社等の耐震補強工事に
対し、国・沿線市と協調し
て補助している。

25,238

合　　　計 0 0 25,238

（２）その他 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２５年度 ２６年度 ２７年度

利子補給

東葉高速鉄道の経営支援
のため、鉄道・運輸機構
が実施した利子の一部支
払猶予に伴い、鉄道・運輸
機構が別途調達する資金
に係る利子について、国・
沿線市と協調して利子補
給している。

99,829 92,234 85,556

税の減免額

出資金

東葉高速鉄道の経営支援
のため、沿線自治体等と
ともに出資支援を行ってい
る。

1,510,000 1,510,000 1,510,000

貸付金

上記以外のもの

合　　　計 1,609,829 1,602,234 1,595,556

（３）委託料のうち再委託に関するもの （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２５年度 ２６年度 ２７年度

委託料のうち再委
託したもの
再委託のうち入札
によるもの
再委託のうち随意
契約によるもの



６　役職員の状況

（１）役職員数（各年度７月１日現在） （単位：人）

２６年度 ２７年度 ２８年度

常勤役員数   4 4 4

うち県退職者 1 1 1

うち県派遣職員 0 0 0

常勤職員数  297 293 297

うち県退職者 3 2 3

うち県派遣職員 0 0 0

（２）役職員の平均年収等の状況

２６年度 ２７年度 ２８年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ） 4人（1人） 4人（1人） 4人（1人）

役員平均年齢 62.0 歳 63.0 歳 62.2 歳

平均年収(千円） 11,523千円 11,523千円 11,523千円

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 296.3人（3人） 293人（2人） 297人（3人）

職員平均年齢 36.8 歳 36.5 歳 36.9 歳

平均年収(千円） 5,509千円 5,648千円 5,814千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出すること。

※実人員の考え方
　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人

項　　　目

項　　　目

　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人
　・4月に役員が5人いて、10月から1人減り、年度末に4人であった場合の実人員は4.5人
※平成２８年度の平均年収については推計となる。

７　改革方針の取組状況

改革方針（区分）

改革方針（概要）

取組状況

その他（特記事項

経営改善

・支援関係者（国、県、船橋市、八千代市、東京地下鉄㈱）による財政的支援を着
実に行いながら、「東葉高速自立支援委員会」における検証や長期経営計画の
ローリングを通じて、引き続き課題の解決等に機動的に対応していく。
・「東葉高速自立支援委員会」においては、支援期間(H19～28）終了後の会社の収
支見通し等について見極めを行うとともに、会社の自立が困難であると考えられる
場合には、新たな支援策等について抜本的な見直しを検討する。
・会社においては、21年度に第4次経営改善計画を策定し、安全輸送の確保等を行
いながら、徹底した経費の削減を図ることとしている。なお、将来の利払いによる負
担を軽減するため、第2次支援期間において出資を財源として総額220億円の元本
を繰上償還することとしている。

・「東葉高速自立支援委員会」において、長期経営計画のローリング内容を検証し
た結果、次の事項を確認した。
　○鉄道・運輸機構に対する長期債務に係る平均金利が、今後、毎年０．１％ずつ
上昇し、平成３３年度の時点で２．５％に達した場合でも、第２次支援策で決められ
た出資等を実施し、輸送人員も計画どおり増加すれば、資金不足は発生しない。
　○現行の通学定期の割引率５５％を６５％に引き上げても、集中支援期間終了時
の２８年度末では２４７億円、３３年度末では１９２億円の内部留保資金が確保でき
る見込み。
・平成27年度の営業収支は、営業利益が59億2,795万円、当期純利益も18億2,223
万円となり、6期連続で黒字を計上した。
・鉄道・運輸機構への債務について、平成27年度は20億円の繰上償還を実施し、
平成19年度以降の繰上償還の合計額は200億円となった。

その他（特記事項
等）

＊平成24年3月に千葉県行政改革推進本部で決定した改革方針とその取組状況を記載してください。



【参考】平成28年4
月決定の改革方
針（区分）

（概要）

委員会等による経営改善

・経営状況を常に検証し、課題の解決等に機動的に対応するとともに、「第5次経営
改善計画」に示した財務体質の改善（設備投資の効率化、人件費の抑制等）や運
輸収入の確保（沿線集客施設との連携、企画乗車券のＰＲ・新規開発）などの施策
が、着実に実行されているか、「東葉高速自立支援委員会」において確認する。


